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令和５年３月第２回人吉市議会（定例会）提出案件  
 
議 案 番 号        件           名  
 
議第 ２号  令和４年度 人吉市一般会計補正予算（第１２号）  
議第 ３号  令和４年度 人吉市国民健康保険事業特別会計補正予算  

（第４号）  
議第 ４号  令和４年度 人吉市後期高齢者医療特別会計補正予算（  

第２号）  
議第 ５号  令和４年度 人吉市介護保険特別会計補正予算（第４号）  
議第 ６号  令和４年度 人吉市水道事業特別会計補正予算（第４号）  
議第 ７号  令和４年度 人吉市公共下水道事業特別会計補正予算（  

第４号）  
議第 ８号  令和５年度 人吉市一般会計予算  
議第 ９号  令和５年度 人吉球磨地域交通体系整備特別会計予算  
議第１０号  令和５年度 人吉市国民健康保険事業特別会計予算  
議第１１号  令和５年度 人吉市後期高齢者医療特別会計予算  
議第１２号  令和５年度 人吉市介護保険特別会計予算  
議第１３号  令和５年度 人吉市水道事業特別会計予算  
議第１４号  令和５年度 人吉市公共下水道事業特別会計予算  
議第１５号  令和５年度 人吉市工業用地造成事業特別会計予算  
議第１６号  令和５年度 人吉市公共用地先行取得事業特別会計予算  
 
議第１７号  人吉市長等の給与及び旅費に関する条例の一部を改正す  

る条例の制定について  
議第１８号  人吉市学校教育振興基金条例の制定について  
議第１９号  人吉市体育施設条例の一部を改正する条例の制定につい  
       て  
議第２０号  人吉市市民プール検討委員会設置条例を廃止する条例の  

制定について  
議第２１号  人吉市まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会条例の一  

部を改正する条例の制定について  
議第２２号  人吉市総合計画策定審議会条例の一部を改正する条例の  

制定について  
議第２３号  人吉市復興計画策定委員会の設置に関する条例を廃止す  

る条例の制定について  
議第２４号  人吉市国民健康保険条例等の一部を改正する条例の制定  
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について  
議第２５号  人吉市子ども・子育て基本条例の一部を改正する条例の  

制定について  
議第２６号  人吉市ほっとステーション九ちゃんクラブ条例の一部を  

改正する条例の制定について  
議第２７号  人吉市子ども医療費助成に関する条例の一部を改正する  

条例の制定について  
議第２８号  人吉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を  

定める条例の一部を改正する条例の制定について  
議第２９号  人吉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運  

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制  
定について  

議第３０号  人吉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する  
基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について  

議第３１号  人吉市手話言語の普及及び障がいの特性に応じたコミュ  
ニケーション手段の利用の促進に関する条例の制定につ  
いて  

議第３２号  人吉市保健センター条例の一部を改正する条例の制定に  
ついて  

議第３３号  人吉市特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の  
一部を改正する条例の制定について  

議第３４号  人吉市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について  
議第３５号  人吉市営単独住宅条例の一部を改正する条例の制定につ  

いて  
 
議第３６号  人吉球磨広域行政組合規約の一部変更について  
 
議第３７号  固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求める

ことについて  
議第３８号  固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求める

ことについて  
議第３９号  固定資産評価員の選任につき同意を求めることについて  
議第４０号  公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて  
 
報第 ２号  和解及び損害賠償の額を定めることについての専決処分  

の報告について  
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議第１７号  人吉市長等の給与及び旅費に関する条例の一部を改正す  
る条例の制定について  

議第１８号  人吉市学校教育振興基金条例の制定について  
議第１９号  人吉市体育施設条例の一部を改正する条例の制定につい  
       て  
議第２０号  人吉市市民プール検討委員会設置条例を廃止する条例の  

制定について  
議第２１号  人吉市まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会条例の一  

部を改正する条例の制定について  
議第２２号  人吉市総合計画策定審議会条例の一部を改正する条例の  

制定について  
議第２３号  人吉市復興計画策定委員会の設置に関する条例を廃止す  

る条例の制定について  
議第２４号  人吉市国民健康保険条例等の一部を改正する条例の制定  

について  
議第２５号  人吉市子ども・子育て基本条例の一部を改正する条例の  

制定について  
議第２６号  人吉市ほっとステーション九ちゃんクラブ条例の一部を  

改正する条例の制定について  
議第２７号  人吉市子ども医療費助成に関する条例の一部を改正する  

条例の制定について  
議第２８号  人吉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を  

定める条例の一部を改正する条例の制定について  
議第２９号  人吉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運  

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制  
定について  

議第３０号  人吉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する  
基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について  

議第３１号  人吉市手話言語の普及及び障がいの特性に応じたコミュ  
ニケーション手段の利用の促進に関する条例の制定につ  
いて  

議第３２号  人吉市保健センター条例の一部を改正する条例の制定に  
ついて  

議第３３号  人吉市特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の  
一部を改正する条例の制定について  

3



議第３４号  人吉市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について  
議第３５号  人吉市営単独住宅条例の一部を改正する条例の制定につ  

いて  
 
 上記について、条例をそれぞれ次のように定めるものとする。  
 
  令和５年２月２８日提出  

人吉市長 松岡 隼人   
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議第１７号 

 

   人吉市長等の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例 

 

人吉市長等の給与及び旅費に関する条例（昭和２８年人吉市条例第２

号)の一部を次のように改正する。 

 

 附則第４２項中「それぞれの職にある者」を「市長の職にある者」に改

め、「退職の日」の次に「。ただし、市長以外の職にある者がそれぞれの

任期の途中において退職したとき、又は現に市長の職にある者の任期満了

の日前に市長以外の職にある者がそれぞれ任期満了となるときは、その

日」を加え、附則に次の２項を加える。 

４７ 市長等の給料月額は、令和５年４月１日から令和５年４月３０日ま

での間、附則第４２項の規定にかかわらず、市長にあっては別表第１の

額から当該額に１０分の４を乗じて得た額を減じた額とし、副市長及び

教育長にあっては別表第１の額から当該額に２０分の５を乗じて得た額

を減じた額とする。 

４８ 前項の規定の適用を受けている者が退職した場合における人吉市

長等の退職手当の支給に関する条例第３条に規定する給料月額は、別

表第１に規定する額とする。 

 

附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第４２条

の改正規定は、公布の日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

 市長等の令和５年４月分の給料月額を減額して支給するため、条例の

一部を改正するものである。 
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議第１８号 

 

人吉市学校教育振興基金条例 

 

（設置） 

第１条 人吉市立小学校及び中学校の学校教育施設及び教育環境の整備

その他教育振興の事業の財源に充てるため、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４１条第１項の規定に基づき、人吉市学校教育振

興基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予

算」という。）で定める額とする。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有

利な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に

代えることができる。 

 （運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、この基金に編

入するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方

法、期間及び利率を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて

運用することができる。 

（処分） 

第６条 市長は、第１条に定める事業の実施に必要な財源に充てる場合 

に限り、基金の全部又は一部を処分することができる。ただし、国庫 

補助を受けて学校教育施設及び設備（以下「学校教育施設等」という 

。）を整備したものの処分手続に伴い積み立てたものは、学校教育施 

設等の整備にのみ充てるものとする。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事

項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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 （提案理由） 

人吉市立小学校及び中学校の学校教育施設及び教育環境の整備その他

教育振興の事業の財源に充てる基金を設置するため、地方自治法第２４

１条第１項の規定に基づき、新たに条例を制定するものである。 
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別表第７の４ 冷暖房設備の表中  

「  

「  
を  

「  

議第１９号 

 

   人吉市体育施設条例の一部を改正する条例 

 

 人吉市体育施設条例（平成８年人吉市条例第１７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第２条の表中「上原１８８３番地」を「牛塚１８８３番地１」に、

「瓦屋町１５３４番地」を「城本町１２９１番地１０」に、「７番地

１」を「７番地６」に改める。 

 

 
第１武道場 １時間につき９００円  
第２武道場 １時間につき９００円  

 
   附 則  
 （施行期日）  
１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  
 （経過措置）  
２ 改正後の別表第７の規定は、令和５年４月１日以後に体育施設を使

用する者の使用料について適用し、同日前に体育施設を使用する者の

使用料については、なお従前の例による。  
 
 
 （提案理由）  
 第２武道場に設置された空調機器について、その使用料を定めるため、

その他所要の改正のため条例の一部を改正するものである。  

第１武道場 １時間につき９００円 
」

」

に改める。  
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議第２０号 

 

   人吉市市民プール検討委員会設置条例を廃止する条例 

 

 人吉市市民プール検討委員会設置条例（令和３年人吉市条例第３０

号）は、廃止する。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（人吉市特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 人吉市特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（令和元年人

吉市条例第２５号）の一部を次のように改正する。  
 
  別表第１中  
 

を削る。 

 

 

（提案理由） 

 人吉市市民プール検討委員会の所期の目的は果たされたので、条例を

廃止するものである。 

人吉市市民プール

検討委員会 

委員長 日額 ６，０００円 

委員 日額 ５，５００円 

「  

」  
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議第２１号 

 

   人吉市まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会条例の一部を改正

する条例 

 

 人吉市まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会条例（平成２７年人吉

市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

 

 題名及び第１条中「人吉市まち・ひと・しごと創生」を「人吉市デジ

タル田園都市構想」に改める。 

 
   附 則  
 （施行期日）  
１ この条例は、公布の日から施行する。  
 （人吉市特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）  
２ 人吉市特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（令和元年人

吉市条例第２５号）の一部を次のように改正する。  
  別表第１中「まち・ひと・しごと創生」を「デジタル田園都市構  
想」に改める。  

 
 
 （提案理由）  
 国が、まち・ひと・しごと創生総合戦略を改訂し、デジタル田園都市

国家構想総合戦略を新たに策定したことに伴い、条例の一部を改正する

ものである。  
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議第２２号 

 

   人吉市総合計画策定審議会条例の一部を改正する条例 

 

 人吉市総合計画策定審議会条例（昭和４５年人吉市条例第７号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第３条中「２５人」を「３０人」に改める。 

 
   附 則  
 この条例は、公布の日から施行する。  
 
 
 （提案理由）  
 総合計画策定審議会の委員を増員するため、条例の一部を改正するも

のである。  
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議第２３号 

 

   人吉市復興計画策定委員会の設置に関する条例を廃止する条例 

 

 人吉市復興計画策定委員会の設置に関する条例（令和２年人吉市条例

第３５号）は、廃止する。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（人吉市特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 人吉市特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（令和元年人

吉市条例第２５号）の一部を次のように改正する。  
 
  別表第１中  
 
を削る。 

 

 

（提案理由） 

 人吉市復興計画策定委員会の所期の目的は果たされたので、条例を廃

止するものである。 

人吉市復興計画策

定委員会  
委員長  日額  ６，０００円  
委員  日額  ５，５００円  

「  

」  
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議第２４号 

 

   人吉市国民健康保険条例等の一部を改正する条例 

 

 （人吉市国民健康保険条例の一部改正） 

第１条 人吉市国民健康保険条例（昭和３５年人吉市条例第１１号）の 

一部を次のように改正する。 

第６条第１項中「４０８，０００円」を「４８８，０００円」に改め 

る。 

 （人吉市国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 人吉市国民健康保険条例の一部を改正する条例（令和２年人吉 

市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

附則中「令和５年３月３１日」を「令和５年５月７日」に改める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条の規定は、令

和５年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 第１条の規定による改正後の人吉市国民健康保険条例第６条の規定

は、令和５年４月１日以後に出産した被保険者について適用し、同日

前に出産した被保険者については、なお従前の例による。 

 

 

（提案理由） 

 健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）等の改正及び傷病手

当金の支給に係る適用期間を延長することに伴い、条例の一部を改正す

るものである。 
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議第２５号 

 

人吉市子ども・子育て基本条例の一部を改正する条例 

 

 人吉市子ども・子育て基本条例（平成２５年人吉市条例第５２号）の

一部を次のように改正する。 

 

 第１３条中「第７７条」を「第７２条」に改める。 

 

附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の改正に伴い、条

例の一部を改正するものである。  
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議第２６号 

 

   人吉市ほっとステーション九ちゃんクラブ条例の一部を改正する

条例 

 

 人吉市ほっとステーション九ちゃんクラブ条例（平成２２年人吉市条

例第２６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第２号中「九日町８２番地１」を「下城本町１５７８番地１」

に改める。 

 
   附 則  
 この条例は、令和５年４月１日から施行する。  
 
 
 （提案理由）  
 ほっとステーション九ちゃんクラブの位置を変更するため、条例の一

部を改正するものである。 
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議第２７号 

 

   人吉市子ども医療費助成に関する条例の一部を改正する条例 

 

人吉市子ども医療費助成に関する条例（平成１１年人吉市条例第２３

号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第 1号中「満１５歳」を「満１８歳」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第２条第１号の規定は、この条例の施行の日以後の診療に

係る医療費の助成について適用し、同日前の診療に係る医療費の助成

については、なお従前の例による。 

 （準備行為） 

３ この条例による子ども医療費の助成のために必要な行為は、この条

例の施行前においても行うことができる。 

 

 

（提案理由） 

 子ども医療費の助成の対象となる者の年齢を引き上げるため、条例の

一部を改正するものである。 
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議第２８号 

 

人吉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 

 

 人吉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年人吉市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

 

 第７条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るた

め、家庭的保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安

全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組等を含

めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活における安全に関

する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等における安

全に関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」と

いう。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければな

らない。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知すると

ともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者と

の連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容

等について周知しなければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に

応じて安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、

取組等のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行

するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用乳

幼児の所在を確実に把握することができる方法により、利用乳幼児の

所在を確認しなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業者を除く。）は、利用乳

幼児の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席並び

にこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しな

いものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落

としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を日常的に運行す

るときは、当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落とし
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を防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の確認（利用

乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければならない。 

第１０条中「設置するときは」の次に「、その行う保育に支障がない

場合に限り」を加え、ただし書を削る。 

 第１３条を次のように改める。 

第１３条 削除 

第１４条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及

びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」に改める。 

 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１３条の

改正規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第７条の３第２項の規定の適用については、

家庭的保育事業者等において利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を

日常的に運行する場合であって、当該自動車に同項に規定するブザー

その他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置（以下「ブザー

等」という。）を備えること、及びこれを用いることにつき困難な事

情があるときは、令和６年３月３１日までの間、当該自動車にブザー

等を備えないことができる。この場合において、利用乳幼児の送迎を

目的とした自動車を日常的に運行する家庭的保育事業者等は、ブザー

等の設置に代わる措置を講じて利用乳幼児の所在の確認を行わなけれ

ばならない。 

 

 

 （提案理由） 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働

省令第６１号）の改正に伴い、条例の一部を改正するものである。  
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議第２９号 

 

   人吉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

 人吉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例（平成２６年人吉市条例第３５号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第４条第２項ただし書並びに第１号及び第２号中「第１項」を削り、

同項第３号中「第１項」を削り、「同項」を「同条」に改める。 

 第６条第２項中「第１項」を削り、同条第３項中「第１項」を削り、

「同項」を「同条」に改める。  
第７条第２項中「第１９条第１項」を「第１９条」に改める。  
第８条及び第１３条第４項第３号中「第１項」を削る。  

 第１５条第１項第３号中「第２５条」の次に「第１項」を加える。  
 第２０条第４号中「第１項」を削る。  
 第２６条を次のように改める。  
第２６条 削除  
 第３５条第１項中「第１９条第１項」を「第１９条」に改め、同条第

２項中「第１項」を削り、「同項」を「同条」に改め、同条第３項中

「同項」を「同条」に改める。  
第３６条第１項中「第１９条第１項」を「第１９条」に改め、同条第

２項中「第１項」を削り、「同項」を「同条」に改め、同条第３項中

「第１９条第１項」を「第１９条」に、「同項」を「同条」に改める。  
第３７条第２項及び第３９条第２項中「第１項」を削る。  
第５１条第１項から第３項までの規定中「第１９条第１項」を「第１

９条」に改める。  
第５２条第１項中「第１９条第１項」を「第１９条」に改め、同条第

２項中「第１９条第１項」を「第１９条」に、「同項」を「同条」に改

め、同条第３項中「第１９条第１項」を「第１９条」に改める。  
 
   附 則  
 この条例は、令和５年４月１日から施行する。  
 
 
 （提案理由）  
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 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育

て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）等の

改正に伴い、条例の一部を改正するものである。 
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議第３０号 

 

人吉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例 

 

 人吉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例（平成２６年人吉市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第７条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第７条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図る

ため、放課後児童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育成事

業所の設備の安全点検、職員、利用者等に対する事業所外での活動、

取組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の日常生活

における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放課後児童健

全育成事業所における安全に関する事項についての計画（以下この条

において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要

な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周知

するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならな

い。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護者

との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内

容等について周知しなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、

必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活動、

取組等のための移動その他の利用者の移動のために自動車を運行する

ときは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用者の所在を

確実に把握することができる方法により、利用者の所在を確認しなけ

ればならない。 

 第１３条の次に次の１条を加える。 

 （業務継続計画の策定） 

第１３条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業

所ごとに、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する支援

の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再
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開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」という。）

を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画について

周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努め

なければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行

い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。 

 第１４条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及

びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」に改める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の第

７条の２の規定の適用については、「講じなければ」とあるのは「講

ずるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは「実施す

るよう努めなければ」と、「周知しなければ」とあるのは「周知する

よう努めなければ」とする。 

 

 

 （提案理由） 

 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚

生労働省令第６３号）の改正に伴い、条例の一部を改正するものである。 
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議第３１号 

 

人吉市手話言語の普及及び障がいの特性に応じたコミュニケーショ 

ン手段の利用の促進に関する条例 

 

言語は、お互いの感情を分かり合い、知識を蓄え、文化を創造する上

で欠かすことができないものであり、人類の発展に大きく寄与してきた。 

手話は、音声言語とは異なる語彙及び文法体系を有し、手指や体の動

き、表情を使って視覚的に表現する言語である。 

ろう者は、物事を考え、コミュニケーションを図り、お互いの気持ち

を理解し合うこと、また、知識を蓄え、文化を創造するために必要な言

語として手話を大切に育み、守り、受け継いできた。 

しかしながら、手話は、ろう教育において読唇と発声の訓練を中心と

する口話教育が導入されたことにより、長年にわたり言語として認めら

れてこなかった。 

このため、手話を使用することができる環境の整備が十分になされず、

ろう者は必要な情報を得ることやコミュニケーションを図ることが困難

であり、多くの不便や不安を感じながら生活してきた。 

こうした中、平成１８年の国際連合総会で採択され、平成２６年に我

が国も批准した障害者の権利に関する条約において、手話は音声言語と

同じく言語であることが国際的に認知されることとなった。 

また、平成２３年に改正された障害者基本法（昭和４５年法律第８４

号）において、すべての障がい者は、可能な限り、言語（手話を含む。）

その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確保されるとと

もに、情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大を

図ることが規定された。 

このような状況にもかかわらず、手話が言語であることの理解及び障

がいの特性に応じたコミュニケーションの手段を選択することができる

環境の整備が十分に進んでいるとは言えない。 

よって、ここに人吉市は、手話が言語であることを普及し、障がいの

特性に応じたコミュニケーション手段の利用の促進を図ることにより、

すべての市民が障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互い

の人格と個性を尊重し合いながら、安心して暮らすことのできる共生社

会の実現を目指して、この条例を制定する。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、手話が言語であることの普及及び障がいの特性に
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応じたコミュニケーション手段の利用の促進についての基本理念を定

め、市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにするとともに、

市の施策を総合的かつ計画的に推進し、もってすべての市民が障がい

の有無にかかわらず、人格と個性が尊重され、安心して暮らすことの

できる共生社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

⑴ ろう者 聴覚に障がいのある者であって、手話を言語として使用 

し、日常生活及び社会生活を営むものをいう。 

⑵ 障がい者 身体障がい、知的障がい、精神障がい（発達障がいを 

含む。）、難病その他の心身の機能の障がい（以下「障がい」と総 

称する。）がある者であって、障がい及び社会的障壁により継続的 

に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをい 

う。 

⑶ 社会的障壁 障がい者にとって日常生活又は社会生活を営む上で 

障壁となる社会における事物、制度、慣行、概念その他一切のもの 

をいう。 

⑷ 障がいの特性に応じたコミュニケーション手段 手話、要約筆記、 

筆談、点字、拡大文字、音訳、代読、代筆、触手話、指点字、代用 

音声（喉頭摘出等により使用するものをいう。）、平易な表現、絵 

図、コミュニケーションボード、重度障害者用意思伝達装置その他 

障がい者が日常生活又は社会生活において使用する意思疎通を図る 

ための手段をいう。 

⑸ 合理的配慮 障がい者が日常生活又は社会生活において、障がい 

のない人と同等の権利を行使するため、個々の場面において社会的 

障壁を除去するための必要かつ適切な現状の変更及び調整等を行う 

ことをいう。 

⑹ 事業者 市内において事業活動を行う個人又は法人その他の団体 

をいう。 

（基本理念） 

第３条 第１条に規定する共生社会を実現するため、次に掲げる事項を

基本理念とする。 

⑴ 手話言語の普及は、手話が音声言語とは別の独自の体系を有す 

る言語であって、ろう者が知的で心豊かな日常生活又は社会生活 

を営むために大切に育み、守り、受け継いできた文化的所産であ 

るものと認識した上で行わなければならない。 
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⑵ 障がいの特性に応じたコミュニケーション手段の選択の機会の確 

保と利用の機会の拡大は、すべての市民が、様々な障がいの特性に 

よるコミュニケーション等の困難さがあることを理解し、障がいの 

有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重す 

ることを旨として行わなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という）に基

づき、手話言語の普及及び障がいの特性に応じたコミュニケーション

手段の利用の促進に関する施策を推進するものとする。 

２ 市は、その事務又は事業を行うに当たり、障がいの特性に応じたコ

ミュニケーション手段を利用できるようにするための必要かつ合理的

な配慮を行うものとする。 

（市民の役割）  

第５条 市民は、基本理念に対する理解を深め、市が実施する手話言語

の普及及び障がいの特性に応じたコミュニケーション手段の利用の促

進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第６条 事業者は、基本理念に対する理解を深め、市が実施する手話言

語の普及及び障がいの特性に応じたコミュニケーション手段の利用の

促進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障がいの特性に応じたコミュ

ニケーション手段を利用できるようにするための必要かつ合理的な配

慮を行うものとする。 

（施策の推進） 

第７条 市は、第４条の規定に基づき、次に掲げる施策を推進するもの 

とする。 

⑴ 手話が言語であることの理解の促進及び障がいの特性に応じたコ 

ミュニケーション手段の普及に関する施策 

⑵ 障がいの特性に応じたコミュニケーション手段を利用しやすい環 

境整備に関する施策 

⑶ 障がいの特性に応じたコミュニケーション手段による情報提供に 

関する施策 

⑷ 障がいの特性に応じたコミュニケーション手段を支援する者の確 

保及び養成に関する施策 

⑸ 障がいの特性に応じたコミュニケーション手段の利用を必要とす 

る障がい児及びその保護者等への支援に関する施策 

⑹ 災害時における障がいの特性に応じたコミュニケーション手段に 
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よる情報の取得及び利用の支援に関する施策 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、この条例の目的を達成するために必 

要な施策 

２ 市は、前項に掲げる施策を推進するに当たり必要があると認めると

きは、障がい者その他関係者から意見を聴取するものとする。 

（財政上の措置） 

第８条 市は、手話言語の普及及び障がいの特性に応じたコミュニケー

ション手段の利用の促進に関する施策を推進するため、必要な財政上

の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事

項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 手話が言語であることの普及及び障がいの特性に応じた様々なコミュ

ニケーション手段の利用の促進についての基本理念を定め、市の責務並

びに市民及び事業者の役割を明らかにし、市の施策を総合的かつ計画的

に推進するため、新たに条例を制定するものである。 
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議第３２号 

 

   人吉市保健センター条例の一部を改正する条例 

 

人吉市保健センター条例（昭和５４年人吉市条例第２３号）の一部を

次のように改正する。 

 

第２条第２項中「永溝７番地の１」を「一本杉１１８番地１」に改める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年５月８日から施行する。 

 （平成２８年熊本地震による人吉市庁舎一時移転に伴う人吉市が定める 

条例の特例に関する条例の廃止） 

２ 平成２８年熊本地震による人吉市庁舎一時移転に伴う人吉市が定め

る条例の特例に関する条例（平成２８年人吉市条例第２６号）は、廃

止する。 

 

 

（提案理由） 

 保健センターの位置を変更するため、条例の一部を改正するものであ

る。 
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議第３３号 

 

   人吉市特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例 

 

 人吉市特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例(令和元年人吉

市条例第２５号)の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１景観審議会の項の次に次のように加える。 

土地区画整理審議会 会長 日額 ６，０００円 

委員 日額 ５，５００円 

土地区画整理評価員 日額 ５，５００円 

 
   附 則  
 この条例は、人吉都市計画事業紺屋町被災市街地復興土地区画整理事

業施行条例（令和４年人吉市条例第３２号）の施行の日から施行する。  
 
 
 （提案理由）  
 土地区画整理審議会及び土地区画整理評価員の報酬額を規定するため、

条例の一部を改正するものである。 
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議第３４号 

 

人吉市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

 人吉市営住宅条例（平成９年人吉市条例第３８号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 目次中「第４０条」を「第４１条」に、「第４１条」を「第４２条」

に、「第４２条」を「第４３条」に、「第４３条」を「第４４条」に、

「第４４条」を「第４５条」に改める。 

 第１８条の次に次の１条を加える。 

（共益費の徴収） 

第１８条の２ 市長は、規則で定めるところにより、前条各号の費用の

うち、入居者の共通の利益を図るため特に必要があるものを共益費と

して入居者から徴収する。 

 第４４条を第４５条とし、第４３条を第４４条とし、第４２条を第４

３条とする。 

 第４１条中「、第３９条から前条まで」を「及び前２条」に改め、同

条を第４２条とし、第４０条を第４１条とし、第３９条を第４０条とし、

第３８条の次に次の１条を加える。 

（債権の放棄） 

第３９条 市長は、市営住宅の家賃に係る債権、共益費及び駐車場使用

料について、消滅時効が完成したものであって規則で定める場合につ

いて、当該債権を放棄することができる。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の第３９条の規定は、この条例の施行の際現

に滞納となっている市営住宅の家賃に係る債権、共益費及び駐車場使

用料についても適用する。 

 

 

 （提案理由） 

 市営住宅の家賃に係る債権等について債権放棄をすることができる規

定を設けることにより、当該債権の合理的な管理を行うため、その他所

要の改正のため条例の一部を改正するものである。 
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議第３５号 

 

人吉市営単独住宅条例の一部を改正する条例 

 

 人吉市営単独住宅条例（令和２年人吉市条例第４２号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 第２１条の次に次の１条を加える。 

（共益費の徴収） 

第２１条の２ 市長は、規則で定めるところにより、前条各号の費用の 

うち、入居者の共通の利益を図るため特に必要があるものを共益費と 

して入居者から徴収する。 

 第４５条を第４６条とし、第４４条を第４５条とする。 

 第４３条中「第４１条」を「第４２条」に改め、同条を第４４条とし、

第４０条から第４２条までを１条ずつ繰り下げ、第３９条の次に次の１

条を加える。 

（債権の放棄） 

第４０条 市長は、市営単独住宅の家賃に係る債権、共益費及び駐車場

使用料について、消滅時効が完成したものであって規則で定める場合

について、当該債権を放棄することができる。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の第４０条の規定は、この条例の施行の際現

に滞納となっている市営単独住宅の家賃に係る債権、共益費及び駐車

場使用料についても適用する。 

 

 

 （提案理由） 

 市営単独住宅の家賃に係る債権等について債権放棄をすることができ

る規定を設けることにより、当該債権の合理的な管理を行うため、その

他所要の改正のため条例の一部を改正するものである。 
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議第３６号  
 
   人吉球磨広域行政組合規約の一部変更について  
 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定によ

り、令和５年４月１日から人吉球磨広域行政組合を組織する構成市町村

議会の組織に関して議員の定数等を変更するため、人吉球磨広域行政組

合規約（平成元年熊本県指令地第２４号）の一部を次のとおり変更する。  
 
  令和５年２月２８日提出  
 

人吉市長 松岡 隼人   
 

人吉球磨広域行政組合規約の一部を変更する規約  
 
人吉球磨広域行政組合規約（平成元年１０月１日熊本県指令地第２４

号）の一部を次のとおり変更する。  
 

 第５条第１項中「３０人」を「２３人」に、「人吉市 ８人 錦町 ３

人 多良木町 ３人」を「人吉市 ５人 錦町 ２人 多良木町 ２人」

に、「あさぎり町 ４人」を「あさぎり町 ２人」に改める。  
 第８条第３項中「（ただし、人吉市、錦町、多良木町及びあさぎり町以

外の６町村の出席議員については、１人以上。）」を削る。  
 
   附 則  
（施行期日）  

１ この規約は、令和５年４月１日から施行する。  
（議員の数に関する経過措置）  

２ この規約の施行の際現に組合議員の職にある者の数が、改正後の第

５条に規定する定数を超えているときは、同条の規定にかかわらず、

当該議員の任期中に限り、当該数をもって定数とする。  
 
 
 （提案理由）  
 一部事務組合の規約を変更しようとするときは、地方自治法第２９０

条の規定により、議会の議決を経る必要がある。これが、この議案を提

出する理由である。 

31



議第３７号  
 

固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることにつ  
いて  

 
人吉市固定資産評価審査委員会委員に次の者を選任したいので、地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により議会

の同意を求める。  
 
人吉市七日町８５番地３  

佐 無 田  学  
昭和３３年１１月７日生  

 
令和５年２月２８日提出  

 
人吉市長 松岡 隼人   

 
参 考  
１ 前任者 佐無田 学  令和５年３月３１日任期満了  
 
２ 佐無田 学の略歴  
  昭和５６年 ３月  亜細亜大学法学部卒業  
  昭和５７年 ９月  佐無田司法書士土地家屋調査士事務所入所  
  昭和６０年 １月  土地家屋調査士登録  
自平成 ５年 ４月   
至平成２１年 ３月   
自平成 ７年 ４月   
至平成２１年 ３月  

  平成２１年 ４月  熊本県土地家屋調査士会人吉支部副支部長  
平成２３年 ４月  固定資産評価審査委員会委員（１期目）  
平成２６年 ４月  固定資産評価審査委員会委員（２期目）  
平成２９年 ４月  固定資産評価審査委員会委員（３期目）  
令和 ２年 ４月  固定資産評価審査委員会委員（４期目）（至現

在）  
 
 
 （提案理由）  

熊本県土地家屋調査士会人吉支部理事  

熊本県土地家屋調査士会広報委員  
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 固定資産評価審査委員会委員を選任するに当たっては、地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議会の同意

が必要である。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

33



議第３８号  
 

固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることにつ  
いて  

 
人吉市固定資産評価審査委員会委員に次の者を選任したいので、地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により議会

の同意を求める。  
 
人吉市下原田町字荒毛１３３９番地１  

本 田  利 廣  
昭和２４年１１月６日生  

 
令和５年２月２８日提出  

 
人吉市長 松岡 隼人   

 
参 考  

１ 前任者 本田 利廣  令和５年３月３１日任期満了  
 

２ 本田 利廣の略歴  
  昭和４３年 ３月  球磨工業高等学校卒業  
自昭和４３年 ４月   
至昭和４５年 ３月  
自昭和４５年 ４月   
至昭和５４年 ３月  

  昭和５４年１１月  （有）本田建築設計事務所開設  
自平成２０年 ４月     
至平成２８年 ３月   
自平成２０年 ４月  
至平成３１年 ３月  
令和 ２年 ４月  固定資産評価審査委員会委員（１期目）（至現

在）  
 
 
 （提案理由）  
 固定資産評価審査委員会委員を選任するに当たっては、地方税法（昭

 日々設計勤務  

 谷口建築設計勤務  

（公社）熊本県建築士会人吉支部支部長  

人吉球磨建築設計事務所協会会長  
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和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議会の同意

が必要である。  
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議第３９号 

 

固定資産評価員の選任につき同意を求めることについて  
 

人吉市固定資産評価員に次の者を選任したいので、地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）第４０４条第２項の規定により議会の同意を求める。  
 

 人吉市中青井町３２０番地  
迫 田  浩 二  
昭和３５年９月７日生 

 

令和５年２月２８日提出 

 

人吉市長 松岡 隼人   

 

参 考 

１ 前任者 丸本 縁  
 
２ 迫田 浩二の略歴  

昭和５９年３月 西南学院大学商学部商学科 卒業  
昭和５９年４月 人吉市役所 入庁  

  平成１４年４月 中小企業大学校人吉校課長代理  
  平成１７年４月 建設部管理課契約検査係長  

平成１９年４月 建設部管理課長補佐兼契約検査係長  
平成１９年７月 経済部商工振興課長補佐兼工業振興係長  
平成２３年４月 総務部地域生活課長  
平成２５年４月 総務部次長  
平成２７年４月 人吉球磨広域行政組合事務局長  
平成２９年４月 企画政策部長  

  平成３０年４月 総務部長  
  令和 ２年４月 副市長（至現在）  
 
 

 （提案理由）  
 固定資産評価員を選任するに当たっては、地方税法第４０４条第２項の

規定により、議会の同意が必要である。  
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議第４０号  
 

公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて  
 
人吉市公平委員会委員に次の者を選任したいので、地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号）第９条の２第２項の規定により議会の同意を

求める。  
 
人吉市中青井町２９４番地４  

中 島  祐 一  
昭和４０年６月６日生  

 
令和５年２月２８日提出  

 
人吉市長 松岡 隼人   

 
参 考  
１ 前任者 中島 祐一 令和５年３月３１日 任期満了  
 
２ 中島 祐一の略歴  

昭和５９年 ３月  熊本県立人吉高等学校卒業  
昭和６３年 ４月  有限会社中島蛋白食品入社  
平成 元年 ９月  社団法人人吉青年会議所入会  

自平成 ４年 １月  
至平成１２年１２月  
自平成１２年 １月  
至平成１２年１２月  
自平成１４年 １月  社団法人日本青年会議所熊本ブロック協議会  
至平成１４年１２月  会長、社団法人日本青年会議所評議員  
自平成１５年 １月  社団法人日本青年会議所熊本ブロック協議会

直前会長、社団法人日本青年会議所九州地区  
至平成１５年１２月  協議会監事  
自平成１６年 １月   
至平成１７年１２月   
平成１９年 ４月  人吉市公平委員会委員（１期目）  
平成２３年 ４月  人吉市公平委員会委員（２期目）  

自平成２４年 ４月   
至平成２６年 ３月  
平成２７年 ４月  人吉市公平委員会委員（３期目）  

社団法人人吉青年会議所理事  

社団法人人吉青年会議所理事長  

人吉商工会議所青年部会長  

社団法人日本青年会議所九州地区協議会顧問  
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自平成２９年 ６月  
至平成３１年 ５月   

  平成３１年 ４月  人吉市公平委員会委員（４期目）（至現在）  
 
 
 （提案理由）  
 公平委員会委員を選任するに当たっては、地方公務員法第９条の２第

２項の規定により、議会の同意が必要である。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人吉警察署協議会会長  
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報第２号  
 
   和解及び損害賠償の額を定めることについての専決処分の報告に  

ついて  
 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを議会

に報告する。  
 
 専第１号 損害の賠償について  

（令和５年２月１６日専決）  
 
  令和５年２月２８日提出  
 
                   人吉市長 松岡 隼人   
 
 
 （提案理由）  
 議会の議決により特に指定されたものを専決処分したときは、地方自

治法第１８０条第２項の規定により、これを議会に報告する必要がある。  
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専第１号  
 
   専 決 処 分 書  
 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、次のとおり専決処分する。  
 

令和５年２月１６日  
 
                   人吉市長 松岡 隼人   

 
１ 件名  

損害の賠償について  
 
２ 賠償の理由  
  令和４年１２月１２日午前１０時５０分頃、市道瓦屋内白田線にお

いて、ヤマト運輸株式会社の車両が走行中、進行方向右側側溝の雨水

排水用グレーチングにタイヤが載った際にグレーチングを跳ね上げ、

車両下部の燃料タンクが損傷した事故に関し、相手方と人吉市との間

で損害賠償の額を決定し、和解するものである。  
 
３ 損害賠償の額  
  ６９，５４２円  
 
４ 賠償（和解）の相手方  
  人吉市西間下町字花切１０２１番地  
  ヤマト運輸株式会社リテール事業本部  
  熊本主管支店人吉営業所 所長 濱 真吾  
 
５ 和解事項  

紛争を将来に残さないため当事者双方は、示談契約書に記載された  
事項以外に一切の債権債務が存しないことを確認する。  
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